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1.調査団員・氏名 



 (1)

1. 調査団員・氏名 

(1) 基本設計調査(期間：平成 14 年 5 月 27 日から同年 6月 25 日まで) 

団長 地神 一美 国際協力事業団 
無償資金協力部 
業務第 2課 

無償資金協力 野口 久 外務省経済協力局 

無償資金協力課 

計画管理 川田 亜希子 国際協力事業団 
無償資金協力部 
業務第 2課 

業務主任／建築計画 田中 孝典 株式会社山下設計 

建築設計 津本 正芳 同上 

設備計画 金 和彦 同上 

機材計画 小易 和彦 アイテック株式会社 

調達計画/積算 三浦 敬明 株式会社山下設計 

 

(2) 概要書説明調査(期間：平成 14 年 10 月 13 日から同年 10 月 22 日まで) 

団長 上垣 素行 国際協力事業団 

無償資金協力部 

審査室 

業務主任／建築計画 田中 孝典 株式会社山下設計 

建築設計 津本 正芳 同上 

機材計画 小易 和彦 アイテック株式会社 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.調査行程 



 

２．調査日程  

（１）基本設計調査(期間：平成 14 年 5 月 27 日から同年 6月 25 日まで) 

担当別調査日程及び調査内容 
日順 日付 調査地 官団員 業務主任/ 

建築計画 機材計画 建築設計 設備計画 調達計画/積算 

1. 5月 27日 (月)  ・東京発 ﾊﾞﾝｺｸ着  ・専門家と協議 

2. 5月 28日 (火) ﾊﾞﾝｺｸ ・日本大使館及び JICA ﾊﾞﾝｺｸ事務所表敬訪問 ・OCRDP 表敬訪問 
・サイト調査（簡易測量） 

3. 5月 29日 (水) ﾊﾞﾝｺｸ ・OCRDP と協議(ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄの説明、質問書の提出、調査日程の説明) 
・ESCAP と協議 

4. 5月 30日 (木) ﾊﾞﾝｺｸ ・サイト調査  ・OCRDP と協議（計画内容） 
・現地コンサルタントと協議 

 

5. 5月 31日 (金) ﾊﾞﾝｺｸ 

 

・Mehidol 大学視察  ・OCRDP、専門家と協議（計画内容） 
・自然条件調査の発注準備協議  ・サイト確認調査 

6. 6月 1日  (土) ﾊﾞﾝｺｸ  ・収集資料の整理及び解析 
7. 6月 2日  (日) ﾊﾞﾝｺｸ ・東京発ﾊﾞﾝｺｸ着 

・専門家と協議 
・敷地利用計画図の作成 
・官団員、専門家と協議せ 

 

8. 6月 3日  (月) ﾊﾞﾝｺｸ ・日本大使館及び JICA ﾊﾞﾝｺｸ事務所表敬訪問 
・DTEC、DPW、OCRDP 表敬訪問 ・サイト視察 

9. 6月 4日  (火) ﾊﾞﾝｺｸ ・DPW、小委員会と協議（無償資金協力、先方負担行為） 
・団内協議 

・ｲﾝﾌﾗ整備状況調査 
・市場調査 

10. 6月 5日  (水) ﾊﾞﾝｺｸ ・OCRDP と協議（無償システム、手続き） 
・DPW、小委員会と協議（敷地利用計画の素案） 

・ｲﾝﾌﾗ整備状況調査 
・市場調査 

11. 6月 6日  (木) ﾊﾞﾝｺｸ ・ﾚﾃﾞﾝﾌﾟﾄﾘｽﾄ障害者訓練学校訪問 
・団内協議 

12. 6月 7日  (金) ﾊﾞﾝｺｸ ・DPW、小委員会と協議（Ｍ／Ｍの内容の内容） 
 

・自然条件調査の発注 
・市場調査 

13. 6月 8日  (土) ﾊﾞﾝｺｸ 

14. 6月 9日  (日) ﾊﾞﾝｺｸ 

・団内協議 
・協議議事録のﾄﾞﾗﾌﾄ作成及び内容について協議 

15. 6月 10日  (月) ﾊﾞﾝｺｸ ・協議議事録の調印 
・JICA ﾊﾞﾝｺｸ事務所へ調査結果報告 

・DPW 建設部門と協議 
・自然条件調査立ち会い ・市場調査 

16. 6月 11日  (火) ﾊﾞﾝｺｸ ・ﾊﾞﾝｺｸ発 
 東京着 

・シリントン・リハビリ 
・DPI 事務局・身障者協会 

・建設事情調査 

17. 6月 12日  (水) ﾊﾞﾝｺｸ ・盲人協会 
・基本設計素案作成 

・建設事情調査 
・団内調整 

18. 6月 13日  (木) ﾊﾞﾝｺｸ ・知的障害者協会 
・ろうあ者協会 

・建設事情調査 
 

19. 6月 14日  (金) ﾊﾞﾝｺｸ ・OCRDP と施設計画について協議 
・NECTEC 訪問 ・基本設計素案の作成 

・インフラ調査 
・市場調査 

20. 6月 15日  (土) ﾊﾞﾝｺｸ ・収集資料の解析 

21. 6月 16日  (日) ﾊﾞﾝｺｸ ・追加質問書の作成 
・基本設計素案作成 

・ﾊﾞﾝｺｸ発  
 東京着 

 

22. 6月 17日  (月) ﾊﾞﾝｺｸ ・OCRDP で施設計画について協議 

23. 6月 18日  (火) ﾊﾞﾝｺｸ ・基本設計素案団内調整、説明資料作成 

・市場調査 

24. 6月 19日  (水) ﾊﾞﾝｺｸ ・基本設計素案説明、DTEC と協議 （同左） 

25. 6月 20日  (木) ﾊﾞﾝｺｸ ・労災センター視察、市場調査 ・市場調査 ・市場照査 

26. 6月 21日  (金) ﾊﾞﾝｺｸ ・専門家に調査結果報告 
・計画内容を調整 

・ﾊﾞﾝｺｸ発 
 東京着 

・ﾊﾞﾝｺｸ発 
 東京着 

27. 6月 22日  (土) ﾊﾞﾝｺｸ 

28. 6月 23日  (日) ﾊﾞﾝｺｸ 

・収集資料の整理及び解析 
・報告書作成 ・団内協議 

29. 6月 24日  (月) ﾊﾞﾝｺｸ ・JICA ﾊﾞﾝｺｸ事務所へ報告 
・OCRDP へ報告 

30. 6月 25日  (火)  

 

・ﾊﾞﾝｺｸ発 東京着 

 

 

 

DPI ： タイ障害インターナショナル ESCAP ：国連アジア太平洋経済社会委員会 
DTEC ： 経済技術協力庁 MLSW ：労働社会福祉省 
OCRDP ：障害者リハビリテーション委員会事務局 



 

（２）概要書説明調査(期間：平成 14 年 10 月 13 日から同年 10 月 22 日まで) 

 
担当別調査日程及び調査内容 

日順 日付 調査地 官団員 
業務主任/建築計画 建築設計 機材計画 

1 13 (日)   ・東京発 ﾊﾞﾝｺｸ着 

2 14 (月) ﾊﾞﾝｺｸ  ・JICA ﾊﾞﾝｺｸ事務所、大使館表敬訪問 

 ・プロ技チーム専門家と協議およびドラフトレポート説明 

 ・障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ委員会事務局表敬およびドラフトレポート説明 

3 15 (火) ﾊﾞﾝｺｸ 

 

 ・ｱｼﾞｱ太平洋障害者ｾﾝﾀｰ小委員会へ基本設計内容説明 

 ・障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ委員会事務局と先方負担事項協議 

 ・東京発 ﾊﾞﾝｺｸ

着 

 ・建設予定地の視察及び確認 

 ・現地コンサルタントと建設事情協議、資材調達補足調査  

4 16 (水) ﾊﾞﾝｺｸ 

 ・JICA ﾊﾞﾝｺｸ事務所にて協議 

5 

 

17 (木) ﾊﾞﾝｺｸ  ・障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ委員会事務局とミニッツ内容の協議 

 ・現地撤去業者と建設事情協議 

 ・資材調達補足調査  

6 

 

18 (金) ﾊﾞﾝｺｸ  ・ミニッツ案最終協議 

 ・ミニッツ署名  

 ・JICA ﾊﾞﾝｺｸ事務所及び大使館へ調査結果報告 

7 19 (土) ﾊﾞﾝｺｸ  ・施工・調達事情補足調査   ・ﾊﾞﾝｺｸ発 東京着 

8 20 (日)   ・団内打合せ、収集資料整理、報告書作成 

9 

 

21 (月) ﾊﾞﾝｺｸ  ・ﾊﾞﾝｺｸ発   ・公共福祉局建設部へ基本設計説明、建設規制確認

 ・障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ委員会事務局へ最終協議 

 ・施工・調達事情補足調査 

10 22 (火) ﾊﾞﾝｺｸ   ・ﾊﾞﾝｺｸ発 東京着 

 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.関係者(面会者)リスト 
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３．関係者（面会者）リスト 

Department of Technical Economic Cooperation  (DTEC) 
Mr. Banchong Amornchewin  Japan Sub-division Chief 
Ms. Hataichanok Sirwadhanakul  Japan Sub-division Program Office 

Ministry of Labor and Social Welfare  
Ms. Surapee Vasinonta Department of Public Welfare (DPW)  Deputy Director-General 
Ms. Ormporn Nithayasuthi OCRDP, DPW Director 
Ms. Saranpat Anumatrajkij OCRDP,  DPW  Social Worker 
Ms. Jinda Poraratanasiri Division of Planning and Survey, DPW  Architect 
Mr. Thongchai Tougma Division of Planning and Survey, DPW  Architect 
Mr. Wuffipen Tzntivong Division of Planning and Survey, DPW  Civil Engineer 
Mr. Somkanay Charitngam Division of Planning and Survey, DPW  Civil Engineer 

Sub-committee for the Asia-Pacific Development Center on Disability (APDCD) 
Ms. Benja Chonlathanon  Rejabhat Institute Suan Dusit Director 
Mr. Prapote Petrakard  Foundation for Children with 

Disabilities 
Committee Chairperson 

Ms. Patariya Jaruthat  Director Sirindhorn National Medical 
Rehabilitation Center 

Mr. Monthian Boontan  Deputy Director (until March 2002)  Ratchasuda College 
Mr. Narong Patibatsorakit   Chairman Thai with Disability Foundation  
Mr. Udom Pejarasangharn   Chairperson Rajanukul Hospital 

Department of Mental Health 
Mr. Topong Kulkhanchit  Regional Development Officer Disabled People’s International 

(DPI), Asia-Pacific Regional Office
Mr. Suporntum 
Mongkolsawadi  

 Principal  Redemptorist Vocational School for 
the Disabled 

Mr. Surasak Chittasettakul  Committee Member National Association of the Deaf in 
Thailand (NADT) 

Mr. Prayat Punongong Vice-Chairperson for South-East Asia DPI Asia-Pacific Regional Council 
Ms. Porntip Sansanakeat  Committee Member National Association of the Deaf in 

Thailand (NADT) 
Mr. Somchai Rungsilp  Rehabilitation Advisor Handicapped International 

National Association of the Deaf in Thailand 
Ms. Surasaku Chittasettakul Treasurer  
Ms. Pong Pech Sectetary 
Ms. Sitipong Secretary  

Association of Mentally Retarded  
Ms. Daranee Thanabhumi  President Association 
Ms. Sirima siddhivam Director Center 
 



 

 2

Associatin of the Physically Handicapped in Thailand 
Major Sirichai Subsiri President 
Mr. Pratep Patumket Committee Member 

Thailand Association of the Blind 
Mr. Somchai President 
Mr. Montian First Vise President 
Mr. Viraj Sritulanond Adviser Chairman 

Sirindhorn National Medical Rehabilitation Center 
Mr. Piyavit Sorachaimetha  Chief Prosthetic Unit 

Katchasuda College, Mahidol University 
Ms. Jitprapa Sri-on, Ph.D. Pricipal 
Ms.Piyarat Nuchpongsai, Ph.D  

Katchasuda College, Mahidol University 
Ms. Jitprapa Sri-on, Ph.D. Pricipal 
Ms.Piyarat Nuchpongsai, Ph.D  

National Electronics and Computer Technology Center (NECTEC) 
Ms. Wantanee Phantachat Chief of Assistive Technology Section 

国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP） 
高峰 豊 Social Affairs Officer Social Development Division 

在タイ日本大使館 
岩井 勝弘  一等書記官 
生田 直樹  二等書記官 

国際協力事業団 タイ事務所 
中井 信也  所長 
高島 宏明  次長 
大橋 勇一  所員 
岩井 淳武  所員 
今井 達也  所員 

国際協力事業団 専門家 
二宮 アキイエ 専門家 
伊藤 奈緒子  専門家 
千葉 寿夫   専門家 
奥井 利幸   調整員 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.当該国の社会経済状況(国別基本情報抜粋) 



































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.事業事前評価表 



「事業事前評価表」 

1. 協力対象事業名 

 タイ王国 アジア太平洋障害者センター建設計画 

2. 我が国が援助することの必要性･妥当性 

(1) 我が国が当該国に対し援助することの必要性・妥当性 

タイ国は我が国と政治、経済、文化等の各分野において良好な友好関係を保持している。

特に、貿易・投資等の面で密接な相互依存関係を有すること、更には、東南アジア諸国の

マクロ経済安定化のためにはタイ経済の安定が欠かせないこと等を踏まえ多方面で援助を

実施している。我が国はタイ側との政策対話を踏まえ、社会セクター支援、地域協力支援、

及び諸分野に共通する人材育成等を援助の重点分野としている。 

(2) 当該プロジェクトを実施することの必要性・妥当性 

アジア太平洋地域の障害者人口は約3億人(人口10人に1人)であるが、その多くは教育や

就労などの社会参加の機会に恵まれておらず、同域内の若年層の障害者で教育・訓練を受

ける機会があるものは５％未満に過ぎないと推定されている。また、同域内では障害者支

援サービスは都市部に集中しているため、障害者の大多数が住む農村地域においてはリハ

ビリテーションなどの福祉サービスが受けられない状況にある。 

また、タイ国における障害者数は人口の約3～8％、そのうち57％が肢体不自由者であり、

以下20％が視覚障害、10％が知的障害、6％が聴覚障害、5％が精神障害と報告されている。

タイ国は社会・経済的にインドシナの中心国であり、障害者支援分野でも周辺諸国より先

んじている。しかし、そのタイ国においても障害者の社会参加の機会は乏しく、2001年現

在タイ国の障害者の30％は初等教育を受けず、60％近い企業が障害者を雇用する法律上の

義務を遵守していない状況にある。特に1997年に発生した経済危機は障害者を含む社会的

弱者の生活に深刻な影響をもたらし、その対策が緊急の課題として顕在化している。 

一方、タイ国ではアジア太平洋地域の障害者支援に関する多くの機関が活動している。

例えば、アジア太平洋地域の障害者支援に関する中心的立場にあるESCAPや障害者による国

際的なNGOであるDPI（障害者インターナショナル）のアジア太平洋ブロック本部がタイ国

を拠点としている。これら多くの障害者関係機関が連携して「タイを核とした周辺国への

障害者支援」を行うことにより、アジア太平洋地域への広域協力を効率・効果的に実施さ

れることが期待されている。 

一方、アジア太平洋地域では、この地域の障害者が抱える問題の改善に向けて、国連に

よる1981年「国際障害者年」や1983年～1992年「国連・障害者の10年」などを契機に様々

な取り組みがなされるようになった。特に1992年の国連アジア太平洋経済社会委員会

（ESCAP）総会においては、我が国の提唱により、「アジア太平洋障害者の完全参加と平等

に関する宣言」が採択され、1992年～2002年を「アジア太平洋障害者の10年」とし、同地

域における障害者の社会的地位の向上と社会参加のための同10年に係る行動課題が策定さ

れた。これを支援するため、2002年5月のESCAP総会において「アジア太平洋障害者の10年」

における最終年の記念事業として日本国政府とタイ国政府の提案により、タイ国に「アジ

ア太平洋障害者センター」を設立することが採択され、2002年7月より、同センターの運営

にかかる技術協力プロジェクト（旧プロジェクト方式技術協力）が我が国の協力により開

始された。 

3. 協力対象事業の目的（プロジェクト目標） 

本プロジェクトはタイ国において障害者支援にかかる人材育成と情報提供を行う「アジ

ア太平洋障害者センター」を整備することにより、アジア太平洋地域内各国における障害

者の社会的地位の向上と社会参加を促進することを目的とする。 



4. 協力対象事業の内容 

(1) 対象地域 

アジア太平洋地域（約40カ国） 

(2) アウトプット 

タイ国バンコク市にアジア太平洋障害

者センター施設が建設され、関連機材

が整備される。 

(3) インプット 

日本側： 研修・情報提供・管理施設(バ

リアフリー対応)、研修・情報

提供・管理用機材及びリフト

付車両 

タイ側： 建設予定地確保、運営人員・

予算の確保 

(4) 総事業費 

概算事業費 5.43億円 

（日本側：5.4億円 タイ国側:300万円） 

(5) スケジュール 

詳細設計期間を含め19ヵ月の工期を予定 

(6) 実施体制 

監督機関：社会開発･人権保護省  

青少年･弱者･障害者および高

齢者保護局 

実施機関：社会開発･人権保護省  

青少年･弱者･障害者および高

齢者保護局  

障害者保護事務局 

5. プロジェクトの成果 

(1) プロジェクトによる裨益対象の範囲及び規模 

裨益対象範囲 ： アジア太平洋地域（約40カ国） 

裨益人口   ： 約3億人（アジア太平洋地域の推定障害者人口） 

(2) 事業の目的(プロジェクト目標)を示す指標 

項目 指標 2002年（実施前） 2007年（実施後） 

研修コース実施数 0コース 年間 7コース 人材育成活動の

達成度 研修受講者数 0人 年間 120人 

本センターのホームページへのアク

セス件数 

0件 年間 1000件 情報支援活動の

達成度 
本センターのインフォメーションリソ

ース室の外来利用者数 

0人 年間 500人 

(3) その他の成果指標 

1) 本センターの研修を通して得た技能の実践：本センターでCBR(Community Based 

Rehabilitation:地域に根ざしたリハビリテーション)の研修を受けた専門家による

CBRプロジェクトの実施件数 

2) 交流活動活動の達成度の指標：本センターと提携し情報を交換する各国の障害者支

援機関、援助機関、NGO等の機関（フォーカルポイント）の増加数 

6. 外部要因リスク（事業の目的（プロジェクト目標の）達成に関するもの） 

(1) タイ国政府による継続的な本センター運営への支援 

本センターの運営にかかる人員（約28名前後）と維持管理予算（年間約500万バーツ）の

確保が確実に行われる必要がある。 

(2) アジア太平洋域内の関連機関の本センター活動への協力 

域内各国の障害者支援活動にかかる機関やNGOから、情報の提供、研修員の派遣等につき

本プロジェクトへの協力を得る必要がある。 

7. 今後の評価計画 

(1) 事業評価に用いる成果指標 

1) 研修コース実施数・研修受講者数 

2) 本センターのホームページへのアクセス件数、本センターのインフォメーションリ

ソース室の外来利用者数 

(2) 評価のタイミング 

2007年以降（施設建設後３年、技術協力プロジェクト終了時） 
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